（様式１）

京都経済センター施設活用団体選定申請書

　年　月　日

京都府知事　様

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

京都経済センター施設活用団体募集要項に基づき、施設活用団体の選定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

　　　　　　　

	連絡担当者所属　
	

	連絡担当者氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	e-mail
	


	様式
	項　　　　目
	提出の有無

	様式１－２
	グループ構成員表
	

	様式２

事業計画書
	様式２－１
	事業計画書（１）
	

	
	様式２－２
	事業計画書（２）
	

	
	様式２－３
	事業計画書（３）
	

	
	様式２－４
	事業計画書（４）
	

	
	様式２－５
	申請概要
	

	様式３
	収支計画書
	

	様式４
	様式４－１
	自主事業計画書
	

	
	様式４－２
	自主事業収支等計画書
	

	様式５
	運営体制表
	

	様式６
	団体概要書
	

	《付属書類》

　
	定款又は寄附行為、規約等
	

	
	法人
	法人登記簿謄本（登記事項全部証明書）
	

	
	法人以外
	代表者の住民票の写し
	

	
	京都府税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がないことの証明書
	

	
	決算書（直近３期分）
	

	
	令和８年度の事業計画書及び収支予算書
	

	
	団体役員の名簿
	

	様式７
	応募資格要件を全て満たす旨の宣誓書
	

	様式８
	再委託予定調書
	


【関係書類一覧表】※提出の有無の欄には、提出書類に「○」を付けてください。
（様式１－２）

グループ構成員表

　　　グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　（代表となる団体）

　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

　　　　　　　　（構成員）

　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

　　　　　　　　（構成員）

　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先
（様式２－１）
事　業　計　画　書　（１）

管理運営業務を行うに当たっての基本方針

	○　京都経済センターの設置目的を達成するための管理運営上の基本方針を記載してください。

· 施設運営の基本的な考え方（事業スキームに沿った取組、新たな産業創造、中小企業支援等の推進、センターにおける取組を通じた京都経済への波及、利用者に対するより良いサービスの提供、平等な利用の確保、効率的・効果的な運営方針、個人情報の保護・情報管理体制など。）

· 管理運営を希望する理由について


	


※ 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載すること。
（様式２－２）
事　業　計　画　書　（２）

安定した管理運営体制

	利用者に快適に、また安全に利用してもらうため、安全管理等を含め安定した管理運営を行うことができる人員配置や業務体制、現在施設の管理運営業務に従事している職員の専門技術・ノウハウの活用計画について、提案してください。

	


· 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載すること。
（様式２－３）
事　業　計　画　書　（３）

設置目的の効果的達成の方策
	施設の設置目的を達成するため、新たな時代に相応しい総合支援拠点として、団体の垣根を超えた経済人等との交流と協働を促進し、新たなネットワークの創出やオープンイノベーション、産学公連携等を通じた、新たな産業人材育成支援や総合受付窓口運営等支援など、府の施策と連携・協力した取り組みの実施について、提案してください。

	


· 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載すること。
（様式２－４）
事　業　計　画　書　（４）

効率的な管理運営の方策
	効率的な管理運営に向けての基本的な考え方、経費削減に向けた取り組み、具体的な方策を提案してください。

	

	年度
	収入（千円）
	支出（千円）

	
	
	利用料金
	

	令和９年度
	
	
	

	令和10年度
	
	
	

	令和11年度
	
	
	

	令和12年度
	
	
	

	令和13年度
	
	
	

	合計
	
	
	


※ 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載すること。

※ 収入・支出の欄は、様式３の収支計画書と一致させてください。
（様式２－５）
申　請　概　要
以下の項目について、申請内容に沿って取組内容等を簡潔に記載してください。
　※記述欄は行数を増減しても構いませんが、本様式全体で３ページ以内とします。
１　運営の基本方針について記載してください。
	


２　施設の設置目的を効果的に達成するための取組について記載してください。
	


３　効率的な管理運営のための取組について記載してください。
	


４　地域の特性を分析し、利用向上につながる自主事業を提案してください。
	


５　利用者アンケート等を実施する場合、調査内容と活用策を提案してください。
	


６　施設の安全な管理運営に向けた取組（例：緊急時連絡網、災害等対応マニュアル、防災訓練など）、及びヒヤリハットへの対応方針を記載してください。
	


７　施設従業員の継続雇用、処遇（勤務時間、雇用保険加入の有無など）及び研修体制などについて記載してください。

	


※以下の項目は、現行管理団体のみ記載してください。
８　施設の管理運営において、受託当初は想定していなかったこと、近年の特徴的な事例等があれば、対応と併せて記載してください。（他の指定管理者等施設での事例でも構いませんが、どの施設についての事例か記載をお願いいたします。）
	


（様式４－１）
自主事業計画書

	（1） 事業名

（2） 目的及び提案内容

（3） 実施時期・回数・料金設定等

（施設の一般利用者への配慮についても記入すること）

（4） 収支計画及び納付金計画
様式４－２のとおり。
（5） 運営体制

別紙のとおり。（様式は任意）


※ 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして記載すること。
（様式５）

運営体制表

（組織図）

	(例)

総括責任者(1)　　　　　現場監督者(1) 　　　　　　　広報・事業(1)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　維持管理(1)


　（運営体制一覧表）

	役職・
職種
	担当業務
	個人情報
保護体制
	雇用形態
	勤務時間
	年齢層
	雇用者の確保
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	（例）
	
	
	
	
	
	
	

	館長
	総括責任者
	責任者
	正規職員
	40時間/週
	40代
	
	

	係長
	現場監督者
	従事者
	正規職員
	40時間/週
	30代
	
	

	係員
	広報・事業
	従事者
	正規職員
	40時間/週
	20代
	
	

	係員
	維持管理
	非従事者
	非常勤嘱託
	28時間/週
	20代
	
	


※ 雇用形態欄には、正規職員、非常勤嘱託等の別を記載すること。

· 雇用者の確保欄には、申請者が既に雇用している者（雇用済）、今後新たに雇用を予定する者（予定）の別、その目途を記入すること。
（人員及び事務分掌）

	職名
	人数
	事務分掌
	備考

	
	
	
	


（勤務シフト）

	職名
	人数
	勤務時間
	備考

	
	
	
	


· 欄が不足する場合には、適宜各欄を広げるか複数ページにして作成すること。
（様式６）　

団　体　概　要　書

	団体の名称
	

	代表者名
	
	設立年月日
	

	団体の所在地
	

	資本金又は基本財産
	　　　　　　　　　　　　　　　　千円

	社員（職員）数
	役員○人、社員○○人（うち常勤○人、非常勤社員○人）

その他○人　　　　　　　　　　　　　　　合計○○人

	主な業務内容
	

	財務状況

（単位：千円）


	年度
	令和５年度
	令和６年度
	令和７年度

	
	総収入
	
	
	

	
	総支出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	免許・登録
	

	類似施設の管理運営実績

	施設名
	所在地
	管理運営期間

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	その他施設の管理運営実績

	施設名
	所在地
	管理運営期間
	当該施設管理が

京都経済センターの管理運営に資する理由

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	京都経済センターの運営に活用できる取組実績

	


※「社員・職員（数）」は、申請時の人数を記入すること。

· 会社概要・パンフレット等がある場合は、添付すること。

※ 施設の管理運営実績がある場合は、施設の内容・規模・年間利用者数等の実績が分かる資料を添付すること。

※ 欄が不足する場合には、複数ページにして記入すること。

※「京都経済センターの運営に活用できる取組実績」欄には、施設の目的に活用できるその他取組について記載すること。
（様式７）
宣　誓　書

　　年　　月　　日

京都府知事　様

　

　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印

京都経済センターの施設活用団体の選定申請を行うに当たり、下記に記載した事項は真実に相違ありません。

記

以下のすべてを満たします。

1 地方自治法施行令第167条の４の規定により、京都府から入札の参加資格を取り消されていない。
2 京都府から指名保留又は指名停止措置を受けていない。
3 京都府税、法人税及び消費税等の滞納はない。
4 会社更生法、民事再生法等による手続きを行っている団体でない。
5 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団、同条第６号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びにそれらの利益となる活動を行う者でない。
（様式８）

再委託予定調書

	業務名
	再委託する理由

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


· 欄が不足する場合には、複数ページにして記入すること。
（様式９）

質問書

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　

（質問の内容）

	


（様式10）

辞　　退　　届

令和　年　月　日付けで京都経済センター施設活用団体選定申請書を提出しましたが、辞退いたします。

　年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　

（辞退の理由）
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